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■第４回 公共施設等総合管理計画推進会議を開催しました 

平成２８年１月２６日（火）に第４回公共施

設等総合管理計画推進会議を開催しました。 

第４回では、「公共施設等総合管理計画」の策

定に向けてより具体的な内容について、豊橋技術

科学大学の三浦教授と浅野教授を交え議論しま

した。今回の会議では平成２７年１２月１６日

（水）に開催された、推進部会の内容を踏まえ会

議が行われました。 

■第５回 豊川市公共施設等総合管理計画推進部会【12月 16 日(水)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ファシリティマネジメント 

(公共施設等総合管理計画策定のための委員会) 

推進会議 推進部会 

第 3回(11/17)  

  第 5 回(12/16) 

 第 4 回(1/26)  

豊川市ファシリティマネジメント 

公共施設等総合管理計画ニュース 
豊川市総務部管財契約課 

電話 0533-89-2108 FAX 0533-89-2163 

http://www.city.toyokawa.lg.jp/shisei/gyosei

unei/manejiment/facilitymanagement.html 

議事：（1）第３回推進会議の主な意見と回答について 

（2）施設毎の予防保全による管理方法と将来の施設更新投資などの試算について 

（3）公共施設等の管理に関する基本的な考え方と市全体の基本方針について 

（4）施設類型ごとの基本方針（素案）について 

（5）今後の計画推進に向けてについて 

施設類型ごとの基本方針（案） 
施設類型ごとの基本方針について部会で再度確認を行いました。以下に舗装の事例を示します。 

項目 
①点検・診断等の 

実施方針 

②維持管理・修繕・

更新の実施方針 

③安全確保の 

実施方針 

④耐震化の 

実施方針 

⑤長寿命化の 

実施方針 

⑥統合や廃止の 

推進方針 

内容 

総点検実施要領」（国

交省）に基づき、表層

管理を徹底するため、

道路パトロールによ

る日常点検に加え、計

画的な路面性状調査

（ＭＣＩ調査）を実施

し、路面状態の把握に

努めます。 

併せて、舗装構造調査

（ＦＷＤ調査）を適宜

実施し、｢路面状態と

舗装強度との相関関

係｣の情報を蓄積して

いきます。 

路面性状調査により

把握した MCI（舗装の

維持管理指数）に基づ

き、一級、市街化区域

内の二級市道は計画

的に修繕を実施して

いきます。その他の市

道は、巡視パトロール

や市民からの通報に

対応し、事後保全とし

て管理を実施してい

きます。 

道路管理者が実施す

る通常点検により、道

路の異常、損傷などを

早期に発見し、施設利

用の安全性の観点に

より、適切な対応を図

ります。 

舗装の耐震化は表層

部のみでは対応が困

難であるため、路盤の

再構築に合わせて地

域防災計画に位置付

けられた地震時の通

行を確保すべき道路

を検討していきます。 

 
表層ひび割れからの水
の浸入による路盤の劣
化で、舗装全体が急激
に劣化し、全層打換え
工事が必要となるケー
スがあるため、舗装の
状態調査を計画的に実
施し、初期ひび割れに
対して、アスファルト
材等の注入を行う｢目
地補修｣、必要時に｢切
削カバー補修工事｣を
それぞれ実施し表層管
理を徹底します。これ
により、ひび割れから
の水の浸入を防ぎ、路
盤を損傷から守ること
で、舗装の長寿命化を
図ります。 

道路施設の統合や廃

止は現段階で考えて

いませんが、施設更新

時期に合わせて、利用

頻度や代替路の有無

等から、道路や橋梁等

の統廃合や使用制限

等の可能性を検討し

ていきます。 

 

～舗装の基本方針～ 
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■第４回 豊川市公共施設等総合管理計画推進会議【 1月 26 日(火)】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

将来の施設更新投資などの試算について（企業会計等を含む） 

議事：（1）前回の課題対応と推進部会の主な意見について 

（2）施設毎の予防保全による管理方法と将来の施設更新投資などの試算について 

（3）公共施設等の管理に関する基本的な考え方と市全体及び施設類型ごとの基本方針（素案）について 

（4）今後の計画推進に向けてについて 

（1）全施設の更新投資等の試算 

従来通りの事後保全型の管理を行った場合と予防保全型の管理を取り入れた場合の更新投資の試算結果

を比較します。 
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維
持

更
新

費
用

（億
円

）

年度

病院施設（企業会計） 下水道施設（特別会計） 水道施設（企業会計） 更新費（インフラ系・一般会計）

更新費（プラント系） 更新費（建築-保全計画対象外） 更新費（建築-保全計画対象） 日常修繕費（建築-保全計画対象）

日常修繕費（建築-保全計画対象） 更新費（建築-保全計画対象） 更新費（建築-保全計画対象外） 更新費（プラント系）

更新費（インフラ系・一般会計） 水道施設（企業会計） 下水道施設（特別会計） 病院施設（企業会計）

約 372 億円 

1 年当たりの維持更新費用 

約 147 億円／年 

事後保全 

事後保全の試算結果では、今後 50 年間で必要となる更新投資等は総額で約 7,266 億円になり、1 年

当り約 145.3 億円になります。 
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維
持

更
新

費
用

（
億

円
）

年度

病院施設（企業会計） 下水道施設（特別会計） 水道施設（企業会計）

更新費（インフラ系・一般会計） 更新費（プラント系） 更新費（建築-保全計画対象外）

更新費（建築-保全計画対象） 大規模改修費（建築-保全計画対象以外） 大規模改修費（建築-保全計画対象）

日常修繕費（建築-保全計画対象）

日常修繕費（建築-保全計画対象） 大規模改修費（建築-保全計画対象） 大規模改修費（建築-保全計画対象以外）

更新費（建築-保全計画対象） 更新費（建築-保全計画対象外） 更新費（プラント系）

更新費（インフラ系・一般会計） 水道施設（企業会計） 下水道施設（特別会計）

病院施設（企業会計）

1 年当たりの維持更新費用 

約 85 億円／年 予防保全 

 58 億円/年 

コスト縮減 

予防保全の試算結果では、今後 50 年間で必要となる更新投資等は総額で約 4,231 億円になり、1

年当り約 84.6 億円になります。 

約 370 億円 

1 年当たり維持更新費用 

約 145.3 億円／年 

60.7 億円/年 

コスト縮減 

1 年当たり維持更新費用 

約 84.6 億円／年 
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維
持

更
新

費
用

（億
円

）

年度

更新費（インフラ系・一般会計） 更新費（プラント系） 更新費（建築-保全計画対象外）

更新費（建築-保全計画対象） 大規模改修費（建築-保全計画対象以外） 大規模改修費（建築-保全計画対象）

日常修繕費（建築-保全計画対象）

年度

日常修繕費（建築-保全計画対象） 大規模改修費（建築-保全計画対象） 大規模改修費（建築-保全計画対象以外）

更新費（建築-保全計画対象） 更新費（建築-保全計画対象外） 更新費（プラント系）

更新費（インフラ系・一般会計）

予防保全 1 年当たりの維持更新費用 

約 69 億円／年 
差額 

22.8 億円 

 

予防保全の試算結果では、今後 50 年間で必要となる更新投資等は総額で約 3,471 億円になり、1

年当り約 69.4 億円になります。今回の試算は、既存更新費用のみが計上されており、既存更新分の過

去 5 年間の投資的経費 46.2 億円と比較すると、投資的経費１年あたり 23.2 億円の不足となります。 

今後は、既存の更新にかける費用の不足分を補うために、更なるコスト縮減が必要となり、また、新

規整備費用は含まれていないため、新規整備を行なう場合は、整備計画の見直しと共に既存施設の縮小

の検討を合わせて行い、市全体の総支出額の削減が必要となる恐れがあります。 

 16 億円/年 

コスト縮減 

将来の施設更新投資などの試算について（企業会計等を除く） 

（2）一般会計の対象となる施設の更新投資等の試算 

全施設から企業会計・特別会計の対象施設をグラフから除いた場合の更新投資の試算結果を比較します。 
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維
持

更
新

費
用

（
億

円
）

年度

更新費（インフラ系・一般会計） 更新費（プラント系） 更新費（建築-保全計画対象外）

更新費（建築-保全計画対象） 日常修繕費（建築-保全計画対象）

日常修繕費（建築-保全計画対象） 更新費（建築-保全計画対象） 更新費（建築-保全計画対象外）

更新費（プラント系） 更新費（インフラ系・一般会計）

約 303 億円 

1 年当たりの維持更新費用 

約 85 億円／年 

事後保全 

事後保全の試算結果では、今後 50 年間で必要となる更新投資等は総額で約 4,162 億円になり、1 年

当り約 83.2 億円になります。 

約 301 億円 

1 年当たり維持更新費用 

約 83.2 億円／年 

差額 

23.2 億円 

1 年当たりの維持更新費用 

約 69.4 億円／年 

過去 5年間の投資的経費 

（既存更新分）約 46.2 億円／年 

13.8 億円/年 

コスト縮減 
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資産経営システム 

 

公共施設保全計画システム 

統合型 GIS 

公有財産台帳 

 

個別施設台帳 

固定資産台帳 

公共建築物

相互連携 

公共建築物 
 ・インフラ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

豊川市総務部管財契約課 

電話 0533-89-2108 FAX 0533-89-2163 

http://www.city.toyokawa.lg.jp/shisei/gyoseiunei/manejiment/facilitymanagement.html 

今後の計画推進に向けてについて 

（1）関係各課との連携 

（2）情報共有方策の検討 

（３）進捗状況の進行管理 

（４）計画のフォローアップ 

（５）市民との問題意識の共有と協働について 

企画部門での政策立案、財 

政部門での予算編成にあたっ 

て、「豊川市公共施設等総合 

管理計画」の推進を担う管財 

部門との連携を強化します。 

また、同じく管財部門と、 

実際の改修・保全等の施工及 

び維持保全を行う関係各課が最適に連携する組織づくりを目指します。関係各課は、それぞれが管理する個別 

施設について、維持管理計画（長寿命化計画等）の立案を行っていきます。 

市全体における全体最適化の

視点で全庁的な情報共有方策を

検討します。 

また、一元的に整理されたデ

ータを庁内LANの活用により

各担当者が閲覧できる取り組み

も検討します。 

 

各施設の方向性や方針を統括する全体

計画として位置付け、公共施設等の一体

的、総合的なマネジメントの推進を図る

ものとなるため、その推進にあたって

は、PDCAサイクルの考え方に基づき、

具体的な事業の実施と状況のフィードバ

ック、翌年度以降の展開に向けて適宜、

見直しを図ります。 

事業の進捗状況や社会経済情勢の変化などを踏まえるとともに、各課の個別施設計画等の関連計画との連

携から進捗管理と5年を目途に見直し・更新を図り、継続的に推進していきます。 

また、整備の推進が今後の課題となっている分野については、豊川市公共施設等総合管理計画の見直しの

時期に合わせ、整備が完了したものを追加していきます。 

豊川市公共施設等総合管理計画の推進に向けては、広く市民の理解を得ることが必要であり、理解を得る

ためには、公共施設等の現状や今後の課題など公共施設等に関する問題意識を共有することが必要です。 

今後、公共施設等に関わる諸問題を分かりやすく伝えるための「見える化」や情報の「見せる化」に取り

組んでいきます。 

豊川市公共施設

等総合管理計画 

【個別施設計画の推進】 

【個別施設 

 計画の 

見直し】 

【方針・目標の評価】 

【各施設の 

維持運営】 


